
化学・生物総合管理の再教育講座（講義内容） 前期

科目No. 科目名 社会技術革新学特論 3 サブネーム

連携機関名 レベル 基礎～中級 講義枠 水曜日 講義時間

科目概要

サブタイトル № 講義名 講義概要 講義日 教室 講師名 所属

趣旨と概要 1 エネルギーと変革側面 4月19日 山崎　博

エネルギー革命 2 石油資源の開発と価格低下 4月26日 曽根邦彦

3 豊富低廉な石油供給の光と陰 5月10日

4 石油危機の影響と対応 5月17日

石油代替エネルギーへの
道

5 LNGの導入推進 5月24日

6
石炭の復活と新化石燃料への転
換

5月31日 溝口忠一

7 一次エネルギーの輸送と貯蔵 6月7日 持田典秋

8 石油精製産業の省エネルギー 6月14日 松村　真

9 石油化学産業の省エネルギー 6月21日 日置　敬

10 鉄鋼業の省エネルギー 6月28日 持田典秋

産業技術の挑戦 11 セメント産業の省エネルギー 7月5日 山岸千丈

12 プロセス改変による省エネルギー 7月12日 日置　敬

13 燃焼、電気設備の省エネルギー 7月19日 曽根邦彦

14 省エネルギーと計算機利用 7月26日 山崎　博

15 省エネルギー技術の成果まとめ 8月2日 松井達郎

化学産業などにおける省エネルギーは、設備改善、システム改変、プロセス改変、に分類されるが、経済効果は後者の二
つが特に大きい。主として化学産業に於ける「プロセスの改変,技術革新」が如何に大きなインパクトを産業に与えるかを、
幾つかの事例をあげ解説し、併せてその技術的評価や特色などを紹介する。

1960年代の中頃から、それまでのソロバンや計算尺に代わり計算機が登場してきた。先ずエネルギー産業や生産設備の
計画、設計に計算機が導入され、運転へと次第に利用範囲を拡大した。その後の計算機の進歩は著しく、技術的にも大き
く発展し、設備の運転効率、省エネルギーにも効果を上げた。その利用と発展過程を概説する。

ＬＮＧは二度の石油危機を経て供給の信頼性が高く評価され、石油代替エネルギーの一つに位置づけられ産業用、民生
用に利用が拡大されてきた。また、ガス・コジェネレーション、燃料電池など利用技術の進展により、地球環境問題への効
果的な対応が期待できることから、国内パイプライン網の整備と併せて導入推進が望まれることを解説する。

石炭は、1970年代の石油危機から賦存量が多く、中東などに偏在しないで安価な点から、石油代替エネルギーとして再び
脚光を浴びるようになった。しかしCO2原単位、灰分などが多く、環境負荷が高いことから利用効率の高い技術による新し
い利用形態が進められている。オイルシェルなどの利用も同様な観点から見直されている経過を解説する。

日本の石油、石炭、天然ガスの大部分は海外からの輸入に依存している。このことはこれらを大量に輸送する手段とそれ
を貯蔵する設備や技術が必要となる。この講義では、輸送船舶の歴史とそれを支えた日本の造船技術、国内、海外のパイ
プラインの現状、国家備蓄を含めた貯蔵施設とそれらの抱える問題点について述べる。

粗鋼生産の約7割を占める銑鋼一貫製鉄所で消費されるエネルギー原料のほとんどが石炭である。日本の製鉄に要する
エネルギー消費量は世界でも群を抜いて少ない。ここに着目し、鉄鋼業で進められてきた消費エネルギー削減の経過を解
説する。また、電気炉製鉄法についても紹介する。

日本のセメント産業は省エネルギーで世界の最先端をいっている。セメントの製造技術とその背景について述べる。また、
これからの省エネは地球温暖化対策と関連付けて考える必要があり、セメント産業でのその取組みとそこに理念を置いた
廃棄物処理（資源リサイクル）の現状と社会への貢献について紹介する。

石油燃料の高騰を契機に燃焼設備や電気設備の効率化が図られた。これは単に機器の改良に止まらず、燃焼法の改善
や電気設備の素材からシステムまでの改良・開発にかかる省エネルギー推進である。熱電併給などの事例について実態
を考察し、その効果が大気汚染や熱汚染の軽減に及んでいることを解説する。

共通講義棟
１号館

２０４教室

高砂智之

３０３
化学工学会SCE・Ｎｅｔ
戦後のわが国の産業は、２度の石油危機にもかかわらず、それを乗り越えて発展を遂げた。その発展を支えたわが国のエネルギー分野における技術開発・技術革新を追跡し、大きな経済成長を成し遂げた
要因を探る。

エネルギーと技術革新 １

１８：３０～２０：００

日本のエネルギー源が水力や石炭から石油中心に移行して行く状況を概観する。石油が主要な一次エネルギーとしての
地位を確立して行く過程について資源開発の技術を中心に地政学的要素を加えながら紹介する。燃料の普及にはそれを
有効かつ便利に使える機器の普及がカギとなることを解説する。加えて、最近の石油資源の開発状況を紹介する。

産業部門のエネルギー消費量は全エネルギー消費の47%に達するが、日本のエネルギー原単位は世界の中で最低値で
ある。これは産業部門の今まで挑戦してきた省エネルギーの成果でもある。過去に学び今後更に世界のフロントランナー
になり続けるには何をすべきか。化学、鉄鋼、製紙、セメントの歩んだ省エネルギー対策の道を辿り今後の道標を明らかに
する。

化学工学会　シニア ケミカ
ル エンジニアズ・ネット
ワーク

戦後のわが国の経済、産業、市民生活と、それを支えたエネルギー産業、素材産業、生活家電、社会システムなどは石油
危機や好不況の波を乗越え課題をはらみつつも大きく変革し発展した。このようなエネルギー関連の変革の側面を時代背
景からダイナミックに捉えた本講座の趣旨、概要、位置づけについて述べる。

中東の豊富低廉な石油を基盤にエネルギー多消費型産業構造によって高度成長を遂げた日本は７０年代の二度にわた
る石油危機により大きな打撃をうけた。これらに対処するため石油備蓄の推進、石油代替エネルギーの開発、省エネル
ギーの推進、産業構造の転換など官民あげて安定成長に向けて取組んできた経過を解説する。

はじめに石油精製産業の概況・製油所の立地状況・処理原油と石油製品について解説し、次に製油所の処理工程と主要
プロセスを具体的に説明する。次に製油所のエネルギー消費状況と消費原単位の推移を解説し、排熱発生場所と温度レ
ベルおよび潜在エネルギーを示す。また、採用されてきた主要な省エネルギー対策と技術について解説する。

石油化学は典型的なエネルギー多消費産業だが、我が国のエネルギー原単位は世界のトップにある。1973年の石油危機
以来、長年にわたる努力が素晴らしい実績を創造した。我が国石油化学の省エネルギー技術が、広汎且つ多彩な分野で
達成した成果の一部を紹介し、またその結果がどの様な経済効果を与えたかを示す。

１９６０年から７０年代前半に至る時期は世界的なエネルギー革命の進展により、日本は中東の豊富低廉な石油を基盤
に、石油化学工業を中心とする重化学工業化により世界に類例を見ない高度経済成長を遂げた。しかし、このひずみとも
いえる深刻な公害問題が各地に引起され、大きな社会問題として浮上してきた経過を解説する。


